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新潟市教育委員会 平成２８年１１月 定例会会議録 

日 時 平成２８年１１月２９日（火） 午後３時３０分 

場 所 市役所白山浦庁舎６号棟２階 教育会議室１（白６－２０３） 
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開会 

時  刻 午後３時３０分 

宣 言 者 教育長 

付議事件 

（２件） 

議案番号 件       名 

議案第２１号 平成２８年１２月議会定例会の議案について 

議案第２２号 市立小学校長の人事について 

報告 

（１件） 

件       名 

平成２７年度児童生徒の問題行動調査の結果について 

協議会 

（０件） 

件       名 
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第１ 開会宣言 

○教育長 午後３時３０分開会を宣言する。 

これより１１月教育委員会定例会を開催いたします。 

本日，報道関係者より委員会を撮影及び録音したい旨の申し出があり

ますが，これを許可することに御異議ありませんでしょうか。よろしければ，

許可することで決定します。 

第２ 会議録署名委員の指名 

○教育長 新潟市教育委員会会議規則第１１条により，会議録署名委員に沢野委

員及び織田委員を指名します。 

第３ 付議事件

○教育長  次に，付議事件です。議案第２１号，平成２８年１２月議会定例会の議案

については，市議会に議案の公表前であることから，また，議案第２２号，

市立小学校長の人事については，個人情報を含む個別事案であることか

ら非公開としたいと思いますが，ご異議ございませんでしょうか。 

 では，公開案件の終了後，非公開案件として再開します。 

第４ 報告

○教育長  それでは，報告案件に入ります。平成２７年度児童生徒の問題行動調査

の結果について，学校支援課から説明をお願いいたします。 

○学校支援課長  学校支援課です。 

 平成２７年度の問題行動調査を基に，新潟市のいじめ，不登校及び暴

力行為についての概要を報告いたします。なお，中学校のデータには高

志中等教育学校前期分を含んでおります。 

 報告１ページをご覧ください。はじめに，いじめの状況について説明い

たします。（１）認知件数の表をご覧ください。平成２７年度のいじめの認知

件数は小学校で１，１５１件，中学校で６２６件でした。平成２６年度の認知

件数は小学校が３１６件，中学校が２４６件であり，前年比で言いますと小

学校が８３５件，中学校が３８０件といずれも大幅に増加しています。これは

いじめの発生そのものが急増したということではなく，文部科学省が強く求

めているいじめの積極的な認知が各学校に浸透しつつあることが要因で

あるととらえています。（２）学年別認知件数の表をご覧ください。小中学校

とも１年生での認知件数が最も多く，その後は学年が進むにつれて減少

するという傾向にあります。小学校では前年度までは低学年のいじめの認

知件数は他の学年に比べて少なかったのですが，積極的な認知により些

細なトラブルも丁寧に見取り，いじめとして認知することで，件数が大幅に

増加いたしました。なお，中学校では前年度までの傾向と大きく変わりは

ありません。 

 次に，不登校の状況について説明します。（１）不登校児童・生徒数の表

をご覧ください。平成２７年度に不登校が主な理由で年間３０日以上欠席

した生徒は、小学校が１７４人で平成２６年度より１４人増加しました。また，
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中学校は５３５人で平成２６年度より１２人減少いたしました。中学校の不登

校生徒数は平成２４年度から多少の増減を繰り返し，全体的な傾向として

は横ばいとなっておりますが，小学校の不登校児童数は平成２４年度から

増加傾向にあります。小学校の学年別人数の推移は，前年度までの傾向

と変わりませんが，中学校では前年度まで小学校と同じく学年が進むにつ

れて不登校生徒数が増加する傾向が見られたのに対して，平成２７年度

は２年生が最も多くなっております。 

 次に，暴力行為の状況について説明いたします。（１）発生件数の表をご

覧ください。平成２７年度の発生件数は小学校では７９件で，平成２６年度

から４２件増加しました。また，中学校では３０３件で平成２６年度から２３件

減少しました。小学校で平成２７年度に発生件数が倍増したのは，先にも

説明したいじめの積極的な認知によるものに加えて，特別な支援を要する

児童の持つ特性と思われる，叩く，蹴る，壊す等の行為が繰り返し発生

し，それを暴力行為として丁寧にカウントしたことによるものです。次に（２）

加害児童生徒数の表をご覧ください。小学校では平成２７年度の加害生

徒数が８６人でした。また，中学校では平成２７年度の加害生徒数が３００

人でした。小中学校のいずれも暴力行為の発生件数と一致しませんが，

それは暴力行為の定義にありますように，一人の児童が同じ種別で複数

回行った場合は発生件数は増えても一人とカウントすることや，複数の生

徒が一人に対して暴力を行った場合は発生件数が１件でも加害児童生徒

数は複数になることなどによるものです。 

 いじめの定義に基づいていじめを積極的に認知した結果，認知件数が

増加することについて，文部科学省は学校がきめ細かく児童生徒を見取

り，認知漏れの防止，減少に努めているとして，肯定的に評価していま

す。本市でも引き続き積極的な認知を学校に促し，認知漏れを防ぐととも

に，認知したいじめについては迅速，適切な組織的な対処に努めてまいり

ます。また，暴力行為については，いじめと密接に関係することから，きめ

細かな見取りと再発防止に向けた適切な対応を引き続き進めてまいりま

す。不登校については，学校から毎月報告される不登校，不登校傾向児

童生徒数の報告を基に状況を把握し，心配な学校については指導主事

の訪問等により改善に向けて支援を行っていきます。また，スクールカウン

セラーの有効活用や教育相談センター，区の教育相談室との連携を図り

ながら，不登校，不登校傾向の児童生徒の学校，学級復帰に向けて支援

を行ってまいります。 

○教育長  ただいまの説明にご意見，ご質問等ございましたら挙手をお願いしま

す。 

○伊藤委員  軽微なものも入れるということで認知件数が増えているとのことですが，

認知件数が増えたことで，例えば，スクールカウンセラーの対応数が増え

たとか，そういったことは起こってないのでしょうか。 

○学校支援課長  スクールカウンセラーとかＳＳＷであるとかＳＳＴの出動回数は全般的に
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は増えている方向にはありますが，いじめの認知件数とは大きく関係して

おりません。今回は，かなり軽微なもの，本人が嫌な思いをしたと訴えがあ

ったものについても１件と数えるということで件数が増えていますが，スクー

ルカウンセラー等の対応件数とはあまり関係していないと思われます。 

○伊藤委員  スクールカウンセラーが対応しきれないというようなことがあるのかと不安

に思ったのですが，対応が不要な程度の軽微なものが増えているというこ

とですね。分かりました。 

○織田委員  不登校児の生徒数のところなのですが，小学校ではだんだん増えてしま

っています。今回から，何日以上欠席しているとか，出席がほとんどないと

いう，細かな聞き取りもしてくださったということでしたが，９０日以上欠席が

１７４の内の６０名なので，３割くらいになりますよね。その辺のところ，いろ

いろな理由を抱えての不登校だとは思うのですが，心配です。引き続き細

やかなケアをしていただいて，少しでも学校が楽しくて学校に行きたい子

どもが増えるようにご努力をよろしくお願いしたいと思います。 

 ３番の暴力行為について，加害児童生徒数が５年生で今年は特別多い

ように数字的には見えるのですが，何か特徴的なことがあれば教えていた

だきたいと思います。その後のケアについてもよろしくお願いします。 

○学校支援課長  小学校の件数が増えている傾向については，先ほども述べたところです

が，特別な支援を要する子どもたちが自分の気持ちをなかなか抑えきれ

なくて叩く，蹴るという行為をしてしまうということで，特別支援学級におけ

るものが多くカウントされています。かなり支援を要する子どもたちがいる

学校で，今まで調査に件数を入れていなかったのですが，これもやはり入

れたほうがいいだろうということで報告をあげてきた学校があったことから，

増えてきています。 

 先ほどのいじめの認知とも関連しているのですが，相手の子どもが嫌な

思いをしたという状態の件数が出てきたという形になっています。これにつ

いては，それぞれ個々の問題なので，生徒指導上の問題というよりも，特

別支援の教育の課題ということで学校では取り組んでいると聞いていま

す。 

○織田委員  ありがとうございます。では，たまたま５年生にその傾向があった方がいら

っしゃったということで，数が増えたということですね。分かりました。ありが

とうございます。 

○伊藤委員  今，特別支援のお子さんで，ということでした。お家の方に理解を求める

際に，このように指導させていただきましたと報告すると思うのですが，や

はり暴力行為としてお伝えするのでしょうか。特別に配慮が必要な子ども

であり，保護者の人も含めての支援という部分はありますが，どのような配

慮がされているのか，聞かせてください。 

○学校支援課長  これは加害児童と被害児童がいるわけであり，どういう状況で起こったの

かと保護者には当然伝えなければいけません。どのような形で起こったの

かということをできるだけ客観的に正確に伝えてご理解いただく，また，今



６

後そういうことがないように，学校としてはこういう方策を採っていますという

ことと併せて，加害児童・被害児童の両方の保護者に伝えるような形だと

聞いています。 

○田中委員  不登校児童生徒についてですが，平成２４年度から見ますと右肩上がり

の傾向ですけれど，これは新潟市だけでなく全国的にもそうなっていま

す。かなりきめ細かい対応を各学校はとっているとは思うのですが，何か

原因といいますか，何か考えはありますか。 

○学校支援課長  まず，一つ目の不登校の要因です。不登校は子どもが抱えている何らか

の課題の現れだととらえられているのですが，課題が非常に複雑になって

いまして，以前だと学校でのトラブルというか，子どもとの関係がうまくいか

ないという課題が多かったのですが，家庭の問題というか，貧困や虐待，

家庭での両親との関係とかそういうさまざまな案件が重なって出てきている

のが今の状況で，一つにはなかなか決められない状況です。 

 あと，件数の増加についてです。小学校は数が多いように見えるのです

が，１７４件とは，小学校が約１００校あるので，１校当たりにすると一人もし

くは二人という単位なのです。中学校は一つの学校で二，三十人というと

ころもあったりするものですから，中学校のほうが組織的に対応していま

す。小学校の場合，どうしても担任に任せてしまっている部分が見られる

ので，校長会でも話をしたのですが，できるだけ学校で組織的に，全職員

が不登校の子どもを理解して対応できるようにしてほしいという指導をして

いるところです。今後は小学校もそのように対応していくと，少し増加傾向

がおさまるかなと思っています。 

○田中委員  ぜひ，中学校のよい対応事例とかそういうものを紹介していただきなが

ら，さらにきめ細かく各学校に指導していただければと思います。 

○教育長  ほかにございますか。 

 よろしいでしょうか。それでは，報告案件については終了いたします。 

第５ 次回日程

○教育長  次回の日程について説明を求める。 

○教育総務課長  １２月につきましては，１２月２０日火曜日午後３時３０分から，平成２９年１

月につきましては，１月１７日火曜日午後４時から，２月につきましては，２

月７日火曜日午後３時３０分から，定例会を予定しております。 

第６ 定例会再開

○教育長  これより定例会を非公開としますので，傍聴人，報道の方はご退席くださ

い。事務局は引き続き全員同席ください。 

 それでは，定例会を再開し，付議事件に入ります。議案第２１号，平成２

８年１２月議会定例会の議案について市長より意見を求められています。

平成２８年度新潟市一般会計補正予算について，教育総務課から説明を

お願いします。 

○教育総務課長  教育総務課です。 

 付議１ページをご覧ください。議案第２１号，平成２８年１２月議会定例会
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の議案についての内，（１）平成２８年度新潟市一般会計補正予算，人件

費について報告いたします。この補正は複数課にわたっておりますが，内

容が重複いたしますので，教育総務課で一括して説明いたします。 

 はじめに，新潟市人事委員会勧告に基づく給与改定の概要について説

明いたします。今回の給与改定は，こちらに記載の（１）月例給について，

職員給与が民間給与を下回っていることから，この較差を解消するため

に，若年層に重点を置いた平均０．２パーセントの俸給表の引き上げ改定

を行うものです。こちらは平成２８年４月１日にさかのぼって実施するもので

す。また，（２）期末・勤勉手当についても民間の支給割合を下回っている

ことから，０．１０月分を引き上げまして，４．３０月分とする改定を行うことと

しております。こちらについては平成２８年１２月１日から実施するもので

す。教育職員につきましては，新潟市の人事委員会勧告に基づき，新潟

県の教育職員への措置内容に準じて改定を行うこととしております。県で

は，月例給について，若年層に重点を置き，平均０．１３パーセントの引き

上げ改定を平成２８年４月１日にさかのぼって実施するほか，期末勤勉手

当につきましても０．１０月分を引き上げ，４．３０月とする改定を平成２８年

１２月１日から実施することとしております。 

 また，高速道路，新幹線等の利用にかかる通勤手当について，これまで

特別料金等の２分の１相当額，限度額を４万円としていたものを，特別料

金等相当額，限度額を４万円とする改定を平成２９年１月１日から実施す

ることとしております。本市の教育職員についても同様の措置となります。 

 付議２ページ，平成２８年度人件費関係補正額調をご覧ください。人件

費に関する補正予算額は，一番右下の教育委員会の合計欄，２億２，２８

２万４千円の増額となっております。内訳としましては，給与改定分が４，６

５１万５千円の増額，職員の人事異動等による調整分が１億７，６３０万９千

円の増額となっております。費目ごと，所属ごとの内訳は資料に記載のと

おりです。 

○教育長  ただいまの説明にご意見，ご質問等ございますか。 

 人件費関係の補正予算についてはよろしいでしょうか。 

 それでは，続いて補正予算について，施設課から説明をお願いします。

○施設課課長補

佐 

 施設課です。 

 付議３ページをご覧ください。大規模改造事業について，（１）事業概要

です。小須戸幼稚園の大規模改造事業につきまして，市立幼稚園のあり

方について検討中のため，今年度の執行を取りやめ，事業費を減額補正

するものです。 

 （２）補正予算額ですが，歳出の部としまして，大規模改造事業の幼稚園

費の１億５，９００万円を減額するものです。また，歳入の部としては，国庫

支出金及び市債を１億２，４０５万９千円減額するものです。内訳につきま

しては，以下記載のとおりです。 

○教育長  ただいまの説明にご質問，ご意見等ございますか。 
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○佐藤委員  一旦先延べという意味だと思うのですが，市立幼稚園のあり方について

検討中という中で，こういうことが想定されるので弾力的運用をしましたと

か，もう少し具体的に何か教えていただけるとありがたいです。 

○教育長  教育総務課から，どうでしょうか。 

○教育総務課長  本日，後ほど，あり方の検討中の状況について，ご説明する予定です。 

○織田委員  同じ質問をするところでした。 

 定例会終了後に説明の予定が入っているのはわかっていたのですが，

定例会の中で大規模改造事業について話が出るのであれば，その前に

説明を聞けるような予定を組んでいただけたらと思います。 

○教育長  検討状況の説明を聞かないままだと，審議ができないということですよ

ね。 

○織田委員  そうです。 

○教育長  では，施設課の補正予算につきましては，検討状況の説明を聞いた後

に審議を再開するということにします。 

続いて（２）から（６）について，教職員課から説明をお願いいたします。 

○教職員課給

与・システム担当

課長 

 本日，追加の資料を配付させていただきます。 

 教職員課です。議案第２１号，平成２８年１２月議会定例会の議案につ

いての内，（２）県費負担教職員の給与負担等の移譲に伴う関係条例の

整備等に関する条例の制定以下（６）までの５件の条例の制定及び改正

について，説明いたします。説明に当たっては，大変分量も多いため，本

日配付させていただきましたＡ３の資料を主に活用しながら，要点を説明

をさせていただきます。なお，説明の都合上，定例会の資料の記載順とな

らない部分も出てまいりますが，どうかご容赦ください。 

 まず，Ａ３資料，県費負担教職員の権限移譲に伴う教職員の勤務条件

に関する条例の整備等についてをご覧ください。今回，５件の条例の制定

及び改正は，平成２９年４月の権限移譲に伴い，これまで新潟県の条例で

位置づけられておりました教職員の勤務条件を新たに市の条例に位置づ

けるものが中心となっております。個々の条例の説明に入る前に，今一度

権限移譲後の勤務条件の全体像と，それに併せた条例構成案の全体像

を説明いたします。 

 Ａ３資料の左側をご覧ください。教職員の権限移譲後の勤務条件につき

ましては，これまで，職員組合と協議を重ね，市の勤務条件に合わせるこ

とを原則に，教員独自の制度や学校現場の特性も考慮し，市の制度にな

いものや市の制度ではなじまない勤務条件は新潟県の制度を参考に新

たに制度を創設する方針で，職員組合と基本合意をしております。これを

職種ごとに整理したものが上段の表になります。ただし，一部例外もござ

います。教育職員の内，現在，市立高校及び中等教育学校の後期課程

に勤務している県からの割愛教員についてです。当該職員につきまして

は，県立高校の教員から市立高校等の運営のために勤務してもらってい

るため，従来から勤務条件は県に準拠していました。この割愛教員の勤務
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条件は職員組合との合意に基づき，県立高校に戻るまでの間は市の勤務

条件を適用せずに経過措置として現状どおり県準拠にしたいと考えており

ます。 

 勤務条件の変更による主な影響や教育職員固有の制度の代表例につ

きましては，資料記載のとおりです。特に休暇などで条件が若干下がるも

のもございますが，給与につきましては地域手当の影響で上がるため，ト

ータルでとらえますと，教職員の士気や意欲にこたえられる制度になると

考えております。 

 次に，各種勤務条件を定める条例の構成案についてです。下段の表に

なります。教育職員については，高校割愛教員に対する経過措置などを

はじめ，特例的な取り扱いを多く含むため，本来であれば市の条例に一

本化するべきところではありますが，一本化せずに，給与，勤務時間と休

暇，退職手当等，現在の市の条例構成に対応して、それぞれ独立した条

例にしたいと考えております。一方，学校事務職員，栄養職員につきまし

ては，特例的な取り扱いが少ないため，給与，勤務時間と休暇，退職手

当，それぞれ現在の市の条例を適用したいと考えております。 

 次に，具体的な条例案の説明に移ります。はじめに，今回の条例改正の

スタンスについて触れさせていただきます。今回の条例改正は，職員組合

との基本合意に基づき，教職員の勤務条件は，原則，市に合わせるという

骨格をまず位置づけるものです。実は，経過措置の取り扱いや教員の特

例の取り扱いの範囲など，細かい部分でまだ職員組合と協議中のものも

あるため，これら細かい部分につきましては，２月の市議会で再度条例改

正を予定しております。すべての改正を２月で一括して行えばという考えも

ありますが，今後，この条例改正に基づいて規則や要綱などの制定も控

えているため，一刻も早く準備を進められるよう，まず，骨格を，その後に

詳細をという２段構成の条例改正をしたいと考えております。今回は条例

改正の第１弾ということでご理解をお願いいたします。 

 それでは，個々の条例案の説明をＡ３の資料の記載順で行わせていた

だきます。資料の右側になります。併せまして，定例会資料の付議３２ペ

ージをお聞きください。はじめに，新潟市教育職員の給与，勤務時間，休

暇等に関する条例の一部改正について説明いたします。当該条例は，市

立高校，中等教育学校の後期課程及び幼稚園に勤務する教育職員の給

与や勤務時間，休暇をはじめ勤務条件全般を定めている条例です。今回

は２段構成の改正を予定しております。まず，改正の１点目は，先ほど説

明がありましたが，今年度の新潟市人事委員会の給与勧告に基づき，現

在，市立高校及び幼稚園などに勤務する教育職員の俸給表を改定させ

ていただくものです。改定内容は，新潟県の教育職員の俸給表の改定に

準じて平均０．１３パーセントの引き上げを行い，平成２８年４月１日にさか

のぼって適用するものです。なお，今回，期末勤勉手当についても０．１

月分の引き上げや通勤手当の引き上げ等がございますが，これらの手当
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につきましては条例の中で県の例によると規定されているため，この部分

の条例改正は今回ございません。 

 改正の２点目は，権限移譲に伴うものです。改正内容の一つ目は，平成

２９年４月１日以降，この条例を教育職員の給与に関する条例に特化する

ため，条例名を，まず，新潟市教育職員給与条例に改めます。二つ目

は，条例の対象に小中学校などの義務教育諸学校の教育職員を加えると

ともに，昇級や手当など，原則，市の給与制度を準用する規定を整備いた

します。三つ目は，教育職員の独自性などで市の給与制度を準用できな

いものは教育職員独自の規定を設けます。例えば，義務教育等教員特別

手当や結核性疾患に伴う休職者の給与の特例，高校の割愛教員の給与

に関する特例などが該当いたします。義務教育等教員特別手当というの

は，人材確保を目的に教育職員の給与を一般の公務員より上げなければ

ならないという目的で，教育職員だけに手当が付く固有の手当ですし，結

核性疾患で休職した場合，私ども一般の公務員は休職して１年間は給与

が出るのですが，２年目からは出ません。これは法に基づくものですが，

教育職員については，この結核性疾患の場合，３年間給与を出せるなど，

教育職員独自のものは独自の制度ということで，条例に位置づけさせてい

ただく予定です。この権限移譲に関する改正の施行日は平成２９年４月１

日となります。 

 なお，参考までに付議３３ページから７１ページは市議会提出の議案，そ

れ以降，７２ページから１１６ページまでは新旧対照表となっておりますの

で，後ほどご覧ください。 

 続きまして，付議２１ページをお開きください。新潟市教育職員の勤務時

間，休暇等に関する条例の制定についてです。これは権限移譲に伴い，

教育職員の勤務時間，休暇等を定める条例を新たに制定するものです。

内容の一つ目は，原則，市の勤務時間・休暇制度を準用する規定を整備

いたします。二つ目は，高校の割愛教員に関する特例など，教育職員の

独自性のため，市の勤務時間，休暇制度を準用できないものは教育職員

独自の規定を設けます。施行日はこれも平成２９年４月１日となります。な

お，２２，２３ページにつきましては市議会提出用の議案となっております

ので，参考にご覧ください。 

 続きまして，２９ページをお開きください。新潟市教育職員退職手当支給

条例の制定です。これにつきましても，権限移譲に伴い，教育職員の退

職手当の支給を定める条例を新たに制定させていただきます。内容につ

きましては，先ほどと同様ですが，一つ目は，原則，市の退職手当支給制

度を準用する規定を設けます。二つ目は，教職員の独自の規定を設ける

というものです。これにつきましても，施行日は平成２９年４月１日となりま

す。なお，次の３０，３１ページにつきましては議会提出用の議案となって

おりますので，参考にご覧ください。 

 続きまして，付議２４ページをご覧ください。新潟市特定教職員の給料表
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の切り替え等に関する条例の制定についてです。これは権限移譲に伴い

まして，給料に関して，４月１日に，これまでの新潟県の給料表から新潟市

の給料表に切り替える際に教職員の職種に応じて適用する俸給表の種

類と，その号給の決定方法の特例を定める条例を新たに制定するもので

す。少し難しい言い方になっておりますが，この条例制定の意図としまして

は，権限移譲で給与面での不利益が出ないように，権限移譲の前日，３

月３１日時点で新潟県でもらっていた給料と同額又は直近上位の号給に

位置づけるというやり方を条例で定めるものです。ちなみに，仮にこの条

例を制定しないとなりますと，移譲される教職員の給料は，４月１日に新規

に採用された職員として，市の給与条例に基づいて，一人一人職歴など

に応じて再計算して初任給を決定することとなります。そうしますと，今現

在の給料よりも高くなるケースもありますが，おおむね低くなってしまいま

すので，こういったことがないように，特例の条例を設けて，給料が下がら

ないようにという措置を取らせていただくものです。施行日につきまして

は，これも平成２９年４月１日となります。 

 続きまして，付議４ページをご覧ください。最後になりますが，県費負担

教職員の給与負担等の移譲等に伴う関係条例の整備等に関する条例の

制定についてです。これにつきましても，権限移譲に伴い，その他改正が

必要な３つの条例を整備条例としてまとめて改正するものです。これまで

説明いたしました４つの条例との違いは，比較的軽微な一部改正であるた

め，一つにまとめているところでございます。その内，まず一つ目の新潟市

職員定数条例の一部改正についてです。これは条例中の教育委員会の

職員定数に，今回移譲されます県費負担教職員の数，４，１３９名を加え

るものです。この加える定数の４，１３９名につきましては，本年度実際に配

置されております職員数のほかに，来年度実施予定の少人数学級の拡充

など，加配教員を活用し，これまで以上にきめ細かな教育が実践できるよ

う，この権限移譲により見込める可能性を最大限見込んだ数となります。

言わば，上限の数とご理解願います。二つ目は，新潟市立高等学校，中

等教育学校後期課程及び幼稚園の教育職員の給与等に関する特別措

置に関する条例の一部改正についてです。当該条例は時間外勤務手当

の代わりに教育職員に支給される教職調整額に関して定めている条例で

す。この条例の対象職員に，今回移譲される義務教育諸学校の職員をこ

の条例の対象に加えるというものです。併せまして，条例名を新潟市義務

教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例とい

う名称に改正をいたします。三つ目は，新潟市教育職員の特殊勤務手当

支給条例の一部改正についてです。これもこの条例の対象に，今度移譲

される県費負担教職員を加える改正と併せまして，これまでになかった手

当，例えば，複式学級を受け持つと付く多学年学級担当手当などを追加

する改正，高校の教員に対する特例などを設ける改正を行うものです。こ

の整備条例の施行日も，平成２９年４月１日となります。なお，参考まで



１２

に，付議の６ページから１１ページまでは議会提出用の議案，１２ページか

ら２０ページまでは新旧対照表を掲載しておりますので，後ほどご覧くださ

い。 

○教育長  ただいまの説明にご質問，ご意見等ございましたら挙手をお願いしま

す。 

 ございませんか。よろしいでしょうか。 

 それでは，先ほどの幼稚園のあり方についての検討状況の報告に入り

たいと思います。 

 それでは，定例会を一回休憩します。 

第７ 定例会中断 

（幼稚園のあり方についての検討状況について報告） 

第８ 定例会再開

○教育長  定例会を再開します。施設課からの説明に何かご質問，ご意見等ござい

ますか。 

○佐藤委員  大規模改造工事は先のことですが，小須戸幼稚園において何かしら必

要な改修工事等があれば，随時対応いただきたいと思います。あと，その

ほかの幼稚園も大規模改造工事が先延べになる中で，何かしら改修があ

るようであれば，迅速な対応をしていただき，現場に影響がないようにお

願いしたいと思います。 

○施設課課長補

佐 

 必要な改修はその都度対応していきたいと思います。 

○伊藤委員  定期的な点検，整備など，検査ができなかったといったことが原因で，あ

とで多額の予算をかけて復旧するなどといったことが起こらないように，き

ちんと調べていただきたいと思います。市民として安心してその周辺に住

んだり，安心して子どもを預けたりしたいので，お願いします。 

○織田委員  当初，小須戸幼稚園の大規模改造事業をするということで予算化され

て，計画が上がっていたのが，ここへ来て今年度中の執行を取りやめると

なりました。予定されていたことが取りやめということで，現場の方々に混乱

が起こらないように，丁寧なご説明を，ぜひ，よろしくお願いします。 

○教育長  ほかにございますか。 

 よろしいでしょうか。それでは，議案第２１号について，議案は適当である

との意見で承認してよろしいでしょうか。 

 では，そのように決定します。 

 次に，議案第２２号の審議に入りますが，個人情報を含む個別事案であ

りますので，事務局も両教育次長，教育政策監，教育総務課長，教職員

課及び教育総務課事務局を除いて退席をお願いします。 

（非公開案件） （「市立小学校長の人事について」 報告する。）

第９ 閉会宣言

○教育長 午後４時３０分，閉会を宣言する。 
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以上，会議のてん末を承認し，署名する。 

署名委員

署名委員


